























障がい者等）だということであり、2011 年 3 月 11 日に発生した「平成 23 年（2011 年）東
北地方太平洋沖地震」（以下、「東日本大震災」）では、避難所や仮設住宅に移ってから亡く


































































































































で 9箇所、900 人以上の会員が、延べ 4,500 日以上の活動を行った13）。日本精神保健福祉士協
会では東松島市の行政に対し、継続的に精神保健福祉士を配置したし14）、全国ホームヘルパー









　平成 19 年（2007 年）能登半島地震に襲われた石川県輪島市門前地区では、能登半島地震で



























































































































































・当日は 95 名の利用者（内訳：特養入所者 60 名、デイ 35 名）
















・約 210 人の在宅利用者（ケアマネ契約者 90 人・デイ登録者 120 人）の安否確認を実施。3～ 5





























・アメダスでは、京都府京田辺市で 14 日 6 時 25分までの 1時間に 78.0ミリを観測し観測史上 1
位の値を更新した。また、解析雨量で 14 日 5 時 30分までの 1時間に京都府八幡市付近で約 90





































































































・2013 年 11 月 16 日、京都市西京区にて実施。
・協力団体として、こころの病のある人が地域で安心して暮らせるようにする会、保健センター、
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　Ｉ社会福祉協議会、市精神障害者地域生活支援センター、NPO法人等が関わる。























































8）　岩手県 65 カ所は、岩手県立大学地域政策研究センター『平成 24 年度地域協働研究（地域提案型）
東日本大震災津波における福祉避難所の状況と課題についての調査研究報告書（概要版）』を根拠
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20）　事例 1：CLC『平成 23 年度　厚生労働省　老人保健事業推進費等補助金　老人保健健康増進等
事業　震災における要援護者支援のあり方に関する調査報告書』（2012.3）から参考抜粋した。
　　事例 2：宇治市社会福祉協議会『災害が教えてくれた宇治らしいつながり～京都府南部地域豪雨
災害を経験して～』（2014.3）から参考抜粋した。
　　事例 3：京都市北区大宮学区の事例である。文中の「大宮ほっとかへんで運動」には要援護者約
200 名が登録し（2014.3 現在）、登録カード、要援護者台帳、要援護者マップの整備を進め、円滑
な見守り活動の推進を図っている。
　　事例 4：京都市西京区にある精神障害者支援施設友輪館の事例である。
21）　「災害対策基本法等の一部を改正する法律」では、①大規模広域な災害に対する即応力の強化等、
②住民等の円滑かつ安全な避難の確保、③被災者保護対策の改善、④平素からの防災への取組の
強化等がうたわれており、要援護者名簿の作成の他、緊急避難場所の設置、防災マップの作成、
避難所の環境改善等が盛り込まれている。
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